
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、H18年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項
1 空欄としている事項は後日掲載予定。

2 H18年1月1日、１市１町による合併のため、前年度決算の記載は決算額のみとし、１人当たり平均支給額は省略する。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　 　

2,360,893 － 6,452

人 千円 千円 　　　　　千円

（参考）全国市平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

千円

人 件 費

　　　　　　Ｂ

実 質 収 支

千円 千円

　　　　　　％

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

18,312,848

人　

50,946 495,843 3,553,627

給与費 B/A

１７年度

島原市の給与・定員管理等について

304 1,517,097 226,283 617,513

（参考）

区　　分

19.4

17年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

別紙３

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（17年度末） 16年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％
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(H13)

97.9

(H13)

99.0

(H13)

101.4

(H18)

96.1

(H18)

96.6

(H18)

97.4

90

95

100

105

島原市 類似団体平均 全国市平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（H１８年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円

（注）１　「平均給料月額」とは、H18年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

平 均 年 齢

国

うち清掃職員 46.6

平均給料月額

412,767

平均給与月額

394,613364,231

平均給与月額

368,159

451,503

324,200

404,225

島原市

345,483

328,477

うち校務主事

うち調理員

51.9 391,383

383,98045.7

43.4

区　　分

47.7

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

47.8

-

376,300

438,917

411,200

-

（国ベース）

区　　分

351,758島原市 40.8

402,266

381,212

類似団体 378,417

42.6 364,020

―

長崎県

国 40.4

338,238

286,50048.4

長崎県 393,95544.8

平均給与月額

（国ベース）

398,671

384,263

336,757

318,595

417,717

401,660

365,278

-

348,468

-

類似団体

民間事業者平均

318,854

-
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（2) 職員の初任給の状況（H18年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（H18年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（H18年4月1日現在）

（注）１　島原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

297,900

290,600

212,600

297,900

260,500

252,600

高　校　卒

205,000

高　校　卒

一般行政職

区　　　　　分

　　　　　　　　人

主事・技師・事務員・技術員
　　　　　　　　人

134,000

120,800

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

10.9

　　　　　　　　％

260,500

中　学　卒

31

２　　級
　　　　　　　　人

１　　級

高　校　卒技能労務職

　　　　　　　　人

198,000

５　　級

主査

４　　級

６　　級

３　　級

係長・主任・副主任

課長補佐

176,800

課長・理事・参事

経験年数１０年

大　学　卒

高　校　卒

　　　　　　　　％

11.2

標準的な職務内容 職員数 構成比

328,800

268,200

大　学　卒 170,200一般行政職

区　　　　分

技能労務職

138,400

134,000

138400

区　　分

中　学　卒

　　　　　　　　％

22.0

120,800

経験年数１５年 経験年数２０年

155200

32

国長　崎　県

138,400

島　原　市

170200 170,200

42
上級主事・上級技師

　　　　　　　　人

33

65

139800

10.5

92 31.2

　　　　　　　　％

14.2

　　　　　　　　人
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　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）平成18年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　

（2) 昇給期間短縮の状況
　

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

220

比　　　　　　　　　　　率

　　　　　　　　　人

１７年度

　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

普通昇給期間（１２～２４月）を

短縮して昇給した職員数１６年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　％

19.5

220

　　　　　　　　　人

43

普通昇給期間（１２～２４月）を

短縮して昇給した職員数

職 員 数

全　職　種

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  Ａ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

9.1

20

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

区　　　　　　　　　　　　分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

職 員 数

１級

10.5%

１級

3.6%

１級

4.5%

２級

14.2%
２級

10.5%
２級

7.2%

３級

22.0%

３級

10.9%

３級

15.8%

４級

31.2%

４級

12.7%

４級

13.5%

５級

10.9%

５級

12.3%

５級

12.2%

６級

11.2%

６級

39.1%

６級

37.4%

７級

3.6%
７級

4.5%

８級

7.3%

８級

4.9%
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合） （17年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　５～１５％ ・役職加算　　　　５～２０％ ・役職加算　　　　５～２０％

・管理職加算　　１０～２０％ ・管理職加算　　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（H18年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置　　２～２０％加算 ・定年前早期退職特例措置　　２～２０％加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 - 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、H17年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（H18年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

（注）「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」はH17年度における調整手当の額。

-

23.50

33.50

47.50

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

23.50

33.50

47.50

59.28

1.45

1.6 0.75

97

97

59.28

59.28

30.55

41.34

13,967 27,287

支給対象職員数

13

1.45

支給率

長崎市

支給対象地域

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

支給実績（17年度決算）

長　　　　　崎　　　　　県

１人当たり平均支給額（17年度）

国島　　　　　　　　　　　原　　　　　　　　　　　市

3.0

1.6

3.0

1,842

0.75

国

―１人当たり平均支給額（17年度）

－

島　　　　　　原　　　　　市

国の制度（支給率）

3.0 1.45

1.6

3

0.75
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 (4) 特殊勤務手当（18年4月1日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

日額700円

日額700円

月額2,500円（賦課）、7,000円（徴収）

１体300円

63,895

-

77,892

257

主な支給対象職員

市税賦課、徴収事務

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

手当の名称 主な支給対象業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（○年度）

手当の種類（手当数） 10

左記職員に対する支給単価

市税等徴収手当 税務課以外の職員 徴収従事（１日３時間以上）

税務手当 税務課職員

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 16 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 16 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ）

行旅死亡、行路病人の収容業
務

１件4,000円（死亡）、1,500円（病人）

保健環境課職員 感染症発生に伴う防疫作業

保健環境課収集作業職員

税務課等の職員 滞納処分（差押等）

社会福祉事業現業
従事者手当

福祉事務所保護係職員 生活保護業務

支給実績（17年度決算）

日額250円

１件300円

月額5,000円

行旅死亡人等収容手当 福祉事務所職員

火葬場内の業務

学校教育・社会教育・学校社会
体育に専従する指導主事業務

火葬場勤務手当 保健環境課職員

防疫作業従事者手当

犬猫死体処理作業

衛生作業従事者手当
保健環境課職員

野犬の薬殺又は捕獲補助業務

一般廃棄物収集作業

指導主事手当 教育委員会指導主事

用地交渉従事者手当 用地管財課、建設課等職員 用地交渉業務 日額500円

全職員 災害時緊急作業等業務

-

12.8

5,574

日額730円災害出動手当

月額　　　市長が定める額

日額200円

日額500円
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（6) その他の手当（H18年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

５　特別職の報酬等の状況（H18年4月1日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

月分

月分

月分

月分

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

８７７，０００円×在職年数×（６００／１００）　　 千円 任期毎

７０９，０００円×在職年数×（３６０／１００） 千円 任期毎

６２６，０００円×在職年数×（２５０／１００） 千円 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

議 員 3.3

　　（H17年度支給割合） 3.3

副 議 長 3.3

217,700

期
末
手
当

市 区 町 村 長 　　（H17年度支給割合） 3.3

助 役 3.3

収 入 役 3.3

議 長

330,000

副 議 長 380,000 620,000 272,300

690,000

議 員 359,000 560,000

助 役 709,000

722,000

議 長 454,000

収 入 役 626,000

-

1,007,000 619,500

817,000 550,800

支給実績（H17年
度決算）

支給職員１人当た
り平均支給年額
（H17年度決算）

486,000

21,048

10,210

6,260

市 区 町 村 長

配偶者（13,500円）、配偶者以外（２人目ま
で6,000円、３人目以降は5,000円、ただし
偶者がない場合の１人目は11,000円、満
16歳から22歳の年度の者には5,000円加
算。

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

扶養手当

手　当　名 内容及び支給単価

区 分 給 料 月 額 等

退
職
手
当 収 入 役

（参考）類似団体における最高／最低額

市 区 町 村 長 877,000

助 役

同じ 20,106

通勤手当

公共交通機関を利用する場合は実費額
（最高限度額55,000円）。自家用車等を利
用する場合は距離に応じて2,000～24,500
円。

同じ 7,770

-

給
料

管理職手当 課長級にあたるものに給料月額の12/100。 異なる
国は8～
25%
を支給

同じ 51,384

備　　　　考

-

-

18,845

住居手当
持家の場合2,500円を新築から５年間。
借家の場合、家賃に応じて12,000～
27,000円。

報
酬
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

266 333 67計

一
般
行
政
部
門

教育部門

土木 5

税務 20 23

普
通
会
計
部
門

小　計

民生

衛生

883

業務増

業務増

＜参考＞

6.54

6.35

＜参考＞

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

7.54

8.63

＜参考＞

1

3

合　　計
335 420 85

[  385 ］ [  450 ］ [  65 ］

水道 18 20

小　計 33 36

その他 15 16

2

37 47 10

15

302 384 82

36 51

〃

58 69 11 〃

14 2 〃

38 43 〃

商工 12

3 〃

農林水産 22 32 10 〃

業務増

総務 72 96 24 合併によるもの

議会 7 9 2

職 員 数　　　　　　　　区　　分

　部　　門

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
H18年4月1日H17年
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（2)年齢別職員構成の状況（H18年4月1日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１８年４月１日～平成２３年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）島原における定員管理の数値目標（数・率）

２４人の減

数値目標
始　期 終　期

平成18年4月1日 平成23年4月1日

平成23年4月1日 純減数 純減率平成18年4月1日

職員数職員数

計画期間

職員数
422

人 人

17 39 39 39 48 66 43

人

55歳43歳 47歳 51歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳20歳 20歳 24歳 28歳

27歳

52歳

～ ～

40歳

31歳

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

～

人

42051 33 1

人 人

計

～

23歳

432 -5.6-24408

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成

比

%
（例）
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１８年～２３年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、H18年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

1 空欄としている事項については後日掲載予定。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（H18年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

29,925 113,705 6,317 6,452

千円

18 73,474 10,306

　　　　　千円 千円千円 千円 千円

（参考）全国市平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分

％

449,279 1,476 113,705 25.3% 23.9

　　　　千円

職員給与費比率

める職員給与費比率Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

H16年度の総費用に占

Ａ  

千円　 ％

職員数 一人当たり

職員数

432 ― 408

一般行政

計

公 営 企 業 職員数

等 会 計

職員数

教　育

消　防

547,878

577,214

-

376,947

346,500

事 業 者

44.8

島 原 市 42.1

　　　　（　　％）

基本給

　　　　（　　％）

１年目

増 減

増 減

平均月収額

増 減

団 体 平 均

増 減

　質収支

　　　　　　区　　分

区　　分 総費用 純損益又は実

千円　

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

H17年度 人

総費用に占める

H17年度

-

平　均　年　齢

　　計　　Ｂ

増 減

36

　　　　（　　％） -24

―

―

　　　　（　　％）

50職員数

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

346

（参考）

計

１８年 １９年

数値目標

18年～

計画始期

―

―

　　　　（　　％）
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 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（H１７年度支給割合） （H１７年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　５～１５％ ・役職加算　　　５～１５％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（H18年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置　　２～２０％加算 ・定年前早期退職特例措置　　２～２０％加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円 － 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、過去3年間に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当 ・・・該当無し

エ　特殊勤務手当（H18年4月1日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

27,287

59.28 59.28 59.28 59.28

33.50 41.34

47.50 59.28

23.50 30.55

島　原　市　水　道　事　業

１人当たり平均支給額（１７年度）

島原市　（一般行政職）

１人当たり平均支給額（17年度）

島原市　（一般行政職・団体平均等）

13,967－

23.50 30.55

33.50 41.34

59.28 47.50

島　原　市　水　道　事　業

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 16 年 度 決 算 ） 196

主な支給対象業務
左記職員に対する支給
単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（１7年度） 77.8

手当の名称

4

主な支給対象職員

支 給 実 績 （ 16 年 度 決 算 ） 3,527

待機当番手当

1,663 －

支給実績（17年度決算） 403

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（１7年度決算） 28,771

水源地配水池勤務手当

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ） 3,037

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ） 169

1.6

1.45

0.75

水源地配水池に勤務したとき 日額５０円

3.0 1.45

1.6 0.75

3.0

修理等従事者手当 水道課職員 修理等の工事に従事したとき 日額２００円

停水処分業務手当 水道課職員 停水処分の業務に従事したとき １件１００円

水道課職員 修理等緊急対応のため時間外に待機したとき 日額６００円

水道課職員
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カ　その他の手当（H18年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政

職の制度と
の異同

一般行政
職の制度と
異なる内容

270,000

支給実績
（H17年度決算）

28,063

住居手当
持家の場合2,500円を新築から５年間。
借家の場合、家賃に応じて12,000～
27,000円。

同じ 1,201

支給職員１人当た
り平均支給年額
（H17年度決算）

扶養手当

配偶者（13,500円）、配偶者以外（２人目ま
で6,000円、３人目以降は5,000円、ただし
偶者がない場合の１人目は11,000円、満
16歳から22歳の年度の者には5,000円加
算。

同じ 3,510

651,456管理職手当
課長及び参事にあたるものに給料月額の
12/100。

同じ

200,167

通勤手当

公共交通機関を利用する場合は実費額
（最高限度額55,000円）。自家用車等を利
用する場合は距離に応じて2,000～24,500
円。

同じ 225

651
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